




態勢見直し報告書2010年 (NuclearPosture Review Report 2010) Jを中心にして分析した。核廃絶を
提唱したオパマ政権が、実際にどのような核戦略を打ち出したのかを検証した。
それを受けて2011年度には、できる限りその運用政策を明らかにしようと試みた。しかし運用政策
そのものは国家機密であるため、周辺的な証拠を収集することで大まかな方向性を探るように努めた。
米国の軍事戦略の中で、核兵器の占める割合は相対的に縮小しているように思われるが、依然とし
て抑止力の中核として核兵器が重視されており、核軍縮を唱えたオパマ政権であるとはいえ、実際に
核兵器からの脱却は十分進んでいるとはいえないように思われる。前記の「核態勢見直し報告書」に
くわえて「弾道ミサイル防衛概要報告2010年:BMDR2010) Jやその他の報告書を見る限り、オパマ政
権の核戦略は「過渡的」なものとしての色彩が強く、必ずしも直接に核軍縮につながるものではない
ように考えられる。
さらにオバマ政権は通常兵器による「グローパル・プロンプト・ストライク(世界的な迅速打撃力)J
能力を高めようとしている。
これらを総合的に判断すると、オパマ大統領自身は多国間主義に基づく外交を進めようとしている
かもしれないが、一面では軍事力における米国の優位を維持し、揺らぎつつある一極支配体制を維持
しようとしていると解釈する余地も残るように考えられる。
また北朝鮮やイランなど、核拡散の危険性については、それを決定的に無くす決め手がないままに
推移しており、「核のない世界」の達成は、依然として大きな困難に直面している。また研究者や政策
立案者の中には、「核のない世界」の達成について懐疑的な考えを持っている人々も多く、全ての関係
者が「核のない世界」の実現に同意しているわけではないことが明らかとなった。
研究はインターネットによる情報収集と、従来からの書籍や雑誌による情報収集と分析という手法
で進められた。また研究の初期段階ではあったが、 2010年6月6日のアメリカ学会年次大会(大阪大
学吹田キャンパス)で学会報告の機会が与えられた。現在論文を執筆中であり、できるだけ早く成果
として公表したい。
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